
貸　借　対　照　表
（２０２５年３月３１日 現在）

（単位：千円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

流  動  資  産 3,204,347 流  動  負  債 958,056 

売 掛 金 726,589 買 掛 金 483,592 

仕 掛 品 3,763 未 払 金 137,961 

貯 蔵 品 8,602 未 払 事 業 所 税 1,636 

前 渡 金 1,115 未 払 法 人 税 等 48,967 

前 払 費 用 30,610 未 払 費 用 570 

短 期 貸 付 金 2,411,639 契 約 負 債 78,654 

未 収 入 金 11,430 預 り 金 2,928 

未 収 消 費 税 10,596 役 員 賞 与 引 当 金 10,443 

賞 与 引 当 金 183,995 

固  定  資  産 175,639 株 式 給 付 引 当 金 9,307 

有 形 固 定 資 産 6,046 958,056 

工具器具及び備品 6,046 純　　資　　産　　の　　部

株　主　資　本 2,421,929 

無 形 固 定 資 産 14,007 　資　　本　　金 450,000 

商 標 権 2,436 

ソ フ ト ウ ェ ア 11,570 　資 本 剰 余 金 450,000 

資本準備金 450,000 

投資その他の資産 155,585 

差 入 保 証 金 24,614 利 益 剰 余 金 1,521,929 

長 期 前 払 費 用 6 その他利益剰余金 1,521,929 

前 払 年 金 費 用 89,899 繰 越 利 益 剰 余 金 1,521,929 

繰 延 税 金 資 産 41,064 (うち当期純利益) 524,891 

2,421,929 

3,379,986 3,379,986 

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

資 産 合 計 負債及び純資産合計

負 債 合 計

純 資 産 合 計
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品及び仕掛品については、個別法を採用しております(貸借対照表価額は収益性の 

低下による簿価切下げの方法により算定)。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

工具器具及び備品  4年 

 

(2) 無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

 社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。 

その他の無形固定資産 

  社内における利用可能期間（10年）に基づく定額法によっております。 

  

３．引当金の計上基準 

(1) 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を

計上しております。 

 

(2) 役員賞与引当金 

役員の賞与支給に備えるため、会社が算定した当事業年度に負担すべき支給見込額を

計上しております。 

 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。また、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適

用しております。なお、当事業年度末においては年金資産が退職給付債務を上回ってい

るため、投資その他の資産の「前払年金費用」に計上しております。 

 

(4) 株式給付引当金 

従業員に対する当社グループ株式の給付に備えるため、当事業年度末における見込額

に基づき計上しております。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

(1) ブラウザゲーム事業 

     ブラウザゲームで展開するゲーム内で利用可能なアイテムの販売については、顧客へ

アイテムを引渡し、かつ、販売したアイテムを顧客が利用するためにブラウザゲームを

継続的に運営することを履行義務として識別しております。 

当該アイテムの販売については、顧客がアイテムを利用する期間にわたり履行義務が

充足されると判断し、顧客によるアイテムの見積利用期間にわたって収益を認識してお

ります。 
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   (2) 受託事業 

      受託事業については、成果物の引渡し又は個別に定められた契約期間に渡る役務の提

供により履行義務が充足されるものであることから、当該履行義務が充足された時点で

収益を認識しております。 

 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1) グループ通算制度の適用 

      グループ通算制度を適用しております。 

 

   (2) 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

  当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計 

処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年8月12 日）に従って、法人税

及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行って

おります。 
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